
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延岡市介護人材確保支援強化事業 

補助金交付の手引き 
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本市では市内の介護人材不足等の状況を受け、介護人材の安定的な確保と質の高いサービスの提供を

図ることを目的として、令和４年度より延岡市介護人材確保支援強化事業を実施することとしました。 

本事業は、下記の２つのメニューがありますので、ぜひご活用ください。 

 

 

 

（１）介護職員初任者研修補助 

 

 概要 

  介護職員の質の向上を図るため、介護職員初任者研修の受講にかかる費用を助成する。 

 

 補助対象者 

  下記の全てを満たす者 

①申請日の前年度の４月１日以降に、研修を修了し、受講料等を全額支払っている者 

   ②延岡市内の介護サービス事業所に介護職員として就業している者又は内定を得て介護職員とし

て就業予定の者 

   ③地方税法に規定する市町村民税等を滞納していない者 

   ④国又は本市以外の地方公共団体から受講料等に係る補助金を受けていない者 

   ⑤高等学校等及び大学等の授業等において研修を受講していない者 

 

 補助対象経費 

修了した研修の実施機関に支払った受講料等 

  ※雇用されている介護サービス事業所から補助を受ける場合は、その金額を差し引く 

 

補助金額 

補助対象経費の全額（上限５万円） 

 

 申請手続 

  下記書類を提出 

①補助金等交付申請書 

②受講した研修の受講料等が分かるもの（研修パンフレット等） 

   ③研修の修了証明書の写し 

   ④研修の実施機関が発行した受講料等の領収書の写し 

   ⑤就業・内定証明書（様式。申請日の１か月以内に発行されたものに限る。） 

   ⑥市町村民税等を滞納していないことを証する書類（完納証明書） 

   ⑦請求書（日付は空欄とすること） 
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（２）介護福祉士等就労支援補助 

 

 概要 

  宮崎県社会福祉協議会が行う介護福祉士修学資金貸付事業及び社会福祉士修学資金貸付事業を利用

して資格を取得した者が、延岡市内の介護サービス事業所に勤務した場合に生活支援金を最長５年間

交付する。 

 

 

 補助対象者 

  介護福祉士修学資金等貸付事業による修学資金の貸付けの決定及び交付を受けて、社会福祉士・介

護福祉士養成施設を卒業した者のうち、令和３年度以降に次に掲げる全ての要件を満たす者 

  ① 介護福祉士修学資金等貸付事業により貸付けを受けた修学資金の返還猶予の決定を受けた者

（※） 

② 延岡市内の介護サービス事業所において就労していること（当該介護サービス事業所において

返還免除対象業務に従事していることをいい、災害、育児休業その他市長がやむを得ないと認め

る事由により休業している場合を含む） 

  ③ 地方税法に規定する市町村民税等を滞納していない者 

 

※通常、返還免除になるまでの期間は５年間であるが、過疎地で従事した場合や中高年離職者が

従事した場合は３年間となる。しかし、返還免除対象業務への従事を継続していれば、補助金

についても継続して５年間まで受けられる。 

 

 

補助金額 

月額１万円 

⇒月に１日でも就労していれば補助金の交付対象月となる。 

  ⇒年３回に分けて請求・支払いを行う。 

 

 

補助対象期間 

介護福祉士修学資金等貸付事業の返還が猶予される月から起算して、連続する 60月（５年間）を限

度とする。 
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 申請手続 

 （１）交付申請 

○初年度 

下記書類を補助金の交付を受けようとする月の翌月末日までに提出 

①延岡市介護福祉士等就労支援補助金交付申請書（様式第１号） 

②宮崎県社会福祉協議会発行の介護福祉士・社会福祉士修学資金 返還猶予等決定通知書の写し 

    ③市町村民税等を滞納していないことを証する書類（完納証明書） 

   ※３月分は３月末までに申請が必要となります。 

  ※特別な事情により期日までに交付申請ができなかった場合はご相談ください。 

 

  ○２年目以降 

   毎年度の申請が必要なため、上記申請書類を５月末日までに提出 

   ３年で返還免除となった場合も、その証明のために②を添付すること。 

 

 （２）請求 

請求書に返還免除対象業務従事期間証明書（様式第２号）を添えて、次に掲げる月分の補助金に 

応じ、各期日までに提出 

   ・４月から７月までの月分    ８月 15日 

   ・８月から 11月までの月分   12月 15日 

   ・12月から翌年３月までの月分 翌年４月 10日 

 

 

 

＜手続例＞ 

 令和４年 10月から就労した場合 

時期 手続者 手続内容 

令和４年 11月末まで 申請者 介護保険課へ令和４年度交付申請書類を提出 

令和４年 12月 延岡市 申請者へ令和４年度交付決定通知を発送 

令和４年 12月 15日まで 申請者 第２回目の請求書類を提出 

令和４年 12月末 延岡市 第２回目の補助金（２万円）を支給 

令和５年４月 10日まで 申請者 第３回目の請求書類を提出 

令和５年４月末 延岡市 第３回目の補助金（４万円）を支給 

令和５年５月末まで 申請者 介護保険課へ令和５年度交付申請書類を提出 

令和５年６月 延岡市 申請者へ令和５年度交付決定通知を発送 

令和５年８月 15日まで 申請者 第１回目の請求書類を提出 

令和５年８月末 延岡市 第１回目の補助金（４万円）を支給 

－ － 以降繰り返し 

  ※通知の発送や補助金の支給月は目安であり、実際は若干前後する場合があります。 
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＜参考＞ 

介護福祉士等就労支援補助の補助対象期間 

 

例１ 通常 

初年度 ５年目 

返還免除業務に従事し、 

返還猶予期間開始 

返還猶予期間終了 

返還免除決定 

【補助金交付開始】 【補助金交付終了】 

 

 

例２ 返還免除までの期間が３年の場合 

初年度 ３年目 ５年目 

返還免除業務に従事し、 

返還猶予期間開始 

返還猶予期間終了 

返還免除決定 

返還免除業務従事継続 

返還免除業務従事継続 

【補助金交付開始】 【補助金交付継続】 【補助金交付終了】 

 

 

例３ 途中休職（返還猶予継続） 

初年度 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 

返還免除業務に従事

し、返還猶予期間開始 

産休等により返還免除

業務休職 

（返還猶予は継続） 

業務復帰し 

返還免除業務再開 
返還免除業務従事継続 

返還猶予期間終了 

返還免除決定 

【補助金交付開始】 【補助金交付継続】 【補助金交付継続】 【補助金交付終了】 【補助金交付なし】 

 

 

例４ 途中休職（返還猶予中止） 

初年度 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 

返還免除業務に従事

し、返還猶予期間開始 

返還免除業務休止 

（返還猶予も中止） 

業務復帰し 

返還免除業務再開 

（返還猶予も再開） 

返還免除業務従事継続 
返還猶予期間終了 

返還免除決定 

【補助金交付開始】 【補助金交付停止】 【補助金交付再開】 【補助金交付終了】 【補助金交付なし】 

 

 

例５ 市外から市内へ転職 

初年度 ３年目 ５年目 

市外介護サービス事業所で返還免除業務

に従事し、返還猶予期間開始 

市内介護サービス事業所に 

転職し、返還免除業務に従事 

返還猶予期間終了 

返還免除決定 

【補助金交付なし】 【補助金交付開始】 【補助金交付終了】 

 


